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要     旨 

 

１ 作成の背景 

日本は世界に先駆けて超高齢社会を迎え、医療・介護・福祉・社会保障を横断

した課題への対応が強く求められている。日本学術会議臨床医学委員会・健康・

生活科学委員会合同老化分科会は、第 21 期（2008 年 10 月１日～2011 年９月 30

日）に設置された。第 21 期の設置提案書では、急速な高齢化が医学・医療・福

祉のみならず、経済・文化や社会構造にも大きな影響を及ぼすとの認識の下、医

学、福祉、経済学、社会学、工学等が連携する学際的な研究体制を構築し、その

成果を社会に還元することの必要性が示された。また、老年病学に関する教育・

診療体制が十分に整備されていないことも課題として挙げられた。 

こうした設置趣旨を基盤として、本分科会は、社会状況や政策動向の変化を踏

まえながら、第 21 期から第 25 期（2008 年 10 月１日～2023 年９月 30 日）にか

けて複数の提言・見解を公表してきた。これらの提言・見解では、老年学・老年

医学の立場から、高齢期の医療・ケアの在り方、治し支える医療への転換、フレ

イル予防、社会参加や共生社会の実現、レジリエントな医療・ケア体制等につい

て、継続的に意思を発信してきた。 

 

２ 現状及び問題点 

一方で、これらの提言・見解が、社会にどの程度認知されどのように評価され

ているかについては、これまで体系的に把握されてこなかった。そこで本報告

は、老化分科会のこれまでの提言・見解を踏まえたアンケート調査を通じて、専

門職等及び一般市民の認知状況、評価、並びに今後への期待を探索的・記述的に

把握し、今後の分科会活動や情報発信の在り方を検討することを目的として作

成したものである。 

 

３ 報告の内容 

本報告では、老化分科会が第 21 期から第 25 期（2008 年 10 月１日～2023 年

９月 30 日）にかけて公表してきた提言・見解を整理した上で、それらを基に設

計したアンケート調査の結果を、記述統計及び自由記述の内容分析により整理

した。具体的には、日本学術会議、老化分科会及び提言・見解の公表に関する認

知状況、主要テーマの認知及び重要度評価、並びに自由記述による意見・要望を

分析し、専門職等と一般市民の回答傾向の違いを記述的に整理した。 

アンケート調査の結果、老化分科会が取り上げてきたテーマや提言・見解の内

容については、その重要性や方向性に関して一定の評価が得られている一方で、

分科会や提言・見解に対する認知度は全体として低い水準にとどまっているこ

とが示された。特に、フレイル予防や治し支える医療、人生の最終段階のケア

（EOL ケア）／アドバンス・ケア・プランニング（ACP）といった社会的関心の
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高いテーマにおいては、認知度は低いものの重要度の評価が高い傾向が見られ

た。また、自由記述の分析からは、提言・見解の内容そのものへの否定的評価は

少ない一方で、「提言の存在が知られていない」「専門用語が多く分かりにくい」

「提言後に何が変わったのか見えにくい」といった指摘が多く見られた。さら

に、専門職等では政策反映や実効性を重視する意見が見られ、一般市民は理解の

しやすさや生活との接点を重視する意見が見られるなど、受け手によって求め

られる情報の提示方法や説明の在り方が異なる可能性が示唆された。 

これらの結果を踏まえ、本報告は、これまでの老化分科会の提言・見解が有す

る学術的・社会的意義を再確認するとともに、今後の活動においては、提言・見

解の内容の充実に加え、対象に応じた情報整理や発信方法の工夫、提言・見解公

表後のフォローアップや成果の可視化が重要であることを示している。



 
 

目    次 

１ はじめに ......................................................... 1 
２ 第 21 期～第 25 期 提言・見解とアンケート調査テーマ設定 ............ 2 
(1) 提言・見解の要約とアンケート調査におけるテーマ設定 ............ 2 
(2) 第 21 期〜第 25 期における老化分科会の主な提言・見解（一覧） .... 4 

３ アンケート調査の概要と結果及び考察 ............................... 6 
(1) 調査概要・方法 ................................................ 6 
(2) 回答者属性（性別・年代） ...................................... 7 
(3) 日本学術会議及び老化分科会の認知 .............................. 8 
(4) 主要テーマの認知及び重要度評価 ................................ 9 
(5) 自由記述回答の結果 ........................................... 11 
(6) 提言・見解全体の有用性評価 ................................... 13 

４ 総括 ............................................................ 14 
＜参考文献＞ ........................................................ 16 
＜用語の説明＞ ...................................................... 16 
＜参考資料＞審議経過 ................................................ 17 
 

 



1 
 

１ はじめに 

 

日本は世界に先駆けて超高齢社会を迎え、医療・介護・福祉・社会保障制度の

在り方は、国民生活の基盤としてますます重要性を増している。高齢化の進展に

伴い、医療・介護需要の増大、担い手不足、地域間格差、家族構造の変化等が同

時に進行しており、高齢期における医療・ケアの課題は複合化・長期化している。

こうした課題は、単一の制度や施策によって容易に解決できるものではなく、学

術的知見に基づき社会の方向性を中長期的に示す取組が一層求められている。 

このような状況の下、日本学術会議臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合

同老化分科会は、第 21 期に設置された。第 21 期の設置提案書では、急速な高

齢化が医学・医療・福祉に加え、経済・文化や社会構造にも大きな影響を及ぼす

との認識が示されている。その対応には、医学、福祉、経済学、社会学、工学等

の分野が連携する学際的な研究体制を構築し、その成果を行政への提言等を通

じて社会に還元することが重要であるとされた。また、老年病学に関する教育・

診療体制が十分に整備されていないことも課題として示された。 

本分科会は、その後、各期の社会状況や政策動向を踏まえながら、高齢期の医

療・ケアの在り方について継続的に審議し、第 21 期から第 25 期にかけて複数

の提言・見解を公表してきた。具体的には、老年学・老年医学の体系的整備、高

齢者の社会参加、治し支える医療への転換、フレイル予防、ポリファーマシー対

策、共生社会の実現、レジリエントな医療・ケア体制等、多岐にわたるテーマに

ついて提言・見解を発信してきた。 

一方で、これらの提言・見解が、社会にどのように評価されているかについて

は、これまで体系的に把握されてこなかった。提言・見解の内容や方向性が適切

であっても、それが十分に伝わり、理解され、社会や政策の中でどのように位置

付けられているかは、別途検討を要する課題である。本報告は、こうした問題意

識の下、老化分科会が第 21 期から第 25 期（2008 年 10 月１日～2023 年９月 30

日）にかけて公表してきた提言・見解の内容を整理した上で、それらを基盤とし

てアンケート項目を作成し、学識経験者・専門職及び一般市民を対象にしたもの

である。本報告では、調査方法及び回答者属性を示した上で、日本学術会議及び

老化分科会の認知状況、提言・見解に対する評価、主要テーマの認知及び重要度

評価について分析結果を提示する。さらに、自由記述の質的分析を通じて、専門

職等及び一般市民が老化分科会に対して抱く期待や課題を整理し、今後の分科

会活動及び情報発信の在り方を検討するための探索的・記述的な基礎資料とす

ることを目的とする。なお、本報告は、既存の提言・見解の整理とアンケート調

査の記述的分析を組み合わせたものであり、厳密な標本調査として母集団への

推定や因果関係の検証を行うことを目的としたものではない。 
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２ 第 21 期～第 25 期 提言・見解とアンケート調査テーマ設定 

 

(1) 提言・見解の要約とアンケート調査におけるテーマ設定 

老化分科会は、第 21 期以降、超高齢社会における医療・ケア及び社会の在

り方について、老年学・老年医学の立場から継続的に提言・見解を発信してき

た。これらの提言・見解は、社会状況や政策動向の変化を反映しつつも、高齢

者の尊厳と生活の質を重視し、医療・介護・福祉・公衆衛生を横断した視点を

一貫して共有している点に特徴がある。 

具体的には、第 21 期では、老年学・老年医学の体系的整備や高齢者の社会

参加の促進、在宅医療や多職種連携の重要性が示された。第 22 期では、超高

齢社会のフロントランナーとしての日本の役割を踏まえ、「治す医療」から「治

し支える医療」への転換が明確に打ち出され、地域完結型医療や人材育成の必

要性が強調された。第 24 期においては、フレイル予防やポリファーマシー対

策を含む健康寿命延伸の取組が前面に位置付けられ、医療と社会参加を一体

的に捉える視点が深化した。さらに第 25 期では、感染症や災害といった不確

実性の高い状況を踏まえ、レジリエントな医療・ケア体制の構築、エンド・オ

ブ・ライフ（end of life：EOL）ケア及びアドバンス・ケア・プランニング

（advance care planning：ACP）の重要性、情報通信技術（information and 

communication technology：ICT）・デジタル技術の活用とその課題、公衆衛生

分野における科学的根拠に基づく知見の強化が提起された。 

そこで本調査では、第 21 期から第 25 期にかけて公表された提言・見解の本

文を対象として、主要な論点やキーワードの抽出を行い、それらを内容の類似

性及び概念的近接性に基づいて整理・統合する作業を行った。具体的には、各

期の提言・見解において繰り返し言及されている課題や、近年特に社会的要請

が高まっている論点を中心に、複数名の研究者による検討を経て候補テーマ

を抽出した。その上で、老化分科会の委員長、幹事及び連携会員（特任）によ

る確認・協議を通じて内容の妥当性を検討し、最終的に以下の８つの領域を、

今回のアンケート調査における主要テーマとして設定した。 

調査票では、①治し支える医療（「治す」医療から「治し支える」医療への

転換）、②レジリエント医療・ケア（災害・感染症等に対応できる医療・ケア

体制）、③老年学・老年医学教育（高齢者医療・ケアを担う人材育成）、④フレ

イル予防等（フレイル予防、栄養管理、ポリファーマシー対策）、⑤ICT・デジ

タル技術の活用（高齢者支援や地域コミュニケーションへの活用）、⑥EOL ケ

ア／ACP（人生の最終段階のケア及びアドバンス・ケア・プランニング）、⑦公

衆衛生エビデンス（高齢社会を支えるデータ・研究・人材育成）、⑧社会参加・

共生（高齢者の社会参加、孤立予防、共生社会）として提示した。 

これらはいずれも、老化分科会がこれまでの提言・見解において繰り返し取

り上げてきた課題であると同時に、超高齢社会における医療・ケア及び社会の
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持続可能性を考える上で不可欠な論点である。本アンケート調査は、これらの

テーマについて、社会にどの程度認知されどのように評価されているかを把

握することで、老化分科会の提言・見解が社会にどのように受け止められてい

るかを探索的に整理し、今後の発信の在り方を検討するための基礎資料を得

ることを目的として実施した。 
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(2) 第 21 期〜第 25 期における老化分科会の主な提言・見解（一覧） 

以下に、第 21 期から第 25 期にかけて公表された主な提言・見解について、

各期における問題意識及び提言・見解の内容の変遷が把握できるよう、原文の

趣旨を保持しつつ、本報告における表記規則に合わせて一部表現を整え、「現

状及び問題点」と「提言・具体的視点」を対応させる形で古いものから順に一

覧として示す。 

 

【第 21 期（2008 年 10 月１日～2011 年９月 30 日）】 

提言「よりよい高齢社会の実現を目指して－老年学･老年医学の立場から

－」（平成 23 年（2011 年）７月 21 日） 

 

① 高齢者の社会参加、社会貢献の推進： 看護学、介護学、福祉学、社会学、

理学、工学、心理学、経済学、宗教学、倫理学など他領域との協同で行う

高齢者の社会参加、社会貢献を可能とするシステムの開発とその推進 

② 高齢者の心身の特性を十分に理解した医療専門職の育成： 老年学の推進

と老年学・老年医学の学部･大学院・卒後教育での整備・充実 

③ 高齢者特有の疾患の診断、治療システムの整備： 各地域に高齢者医療セ

ンターを設置、老年疾患研究・高齢者医療におけるエビデンスを国家規模

で蓄積 

④ 在宅医療・チーム医療・チーム介護の推進： 在宅医療・チーム医療・チ

ーム介護のシステム開発とその推進 

 

【第 22 期（2011 年 10 月１日～2014 年９月 30 日）】 

提言「超高齢社会のフロントランナー日本：これからの日本の医学・医療の

あり方」（平成 26 年（2014 年）９月 30 日） 

 

① 「治し支える」医療へのパラダイム転換の必要性： 超高齢社会において

は、従来の「治す」医療から「治し支える」医療へのパラダイム転換を行

うべきである 

② 在宅医療の普及と人材育成の必要性： 地域完結型医療への転換を図ると

ともに、女性医師の高齢者医療への活用を推進すべきである 

③ 各医科大学への老年学、老年医学講座の設置の必要性： 各医科大学への

老年学、老年医学講座の設置を通して地域で求められる医師の育成を行う

べきである 

④ 医療の連携、多職種研修、啓発のための医療センター設置の必要性： 医

療の連携、多職種研修、啓発のための長寿医療センター(仮称)の設置を推

進すべきである 

⑤ パラダイムの転換に対する国民の理解は十分か： 「治し支える」医療へ
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のパラダイム転換に対応するための啓発を行うべきである 

 

【第 24 期（2017 年 10 月１日～2020 年９月 30 日）】 

提言「活力ある超高齢社会の構築に向けて－これからの日本の医学・医療、

そして社会のあり方－」（令和２年（2020 年）９月 11 日） 

 

① 健康長寿社会実現における健康寿命と平均寿命の格差： 健康長寿社会構

築に向けた、医療における「治す医療から治し支える医療」へのパラダイ

ム転換を推し進めるべきである 

② 超高齢社会・健康長寿社会構築への次なる医療における課題： 老年病専

門医の養成を含め、高齢者医療に包括的に対応できる次世代の医療人材の

育成を推進すべきである 

③ 超高齢社会におけるフレイル予防・対策の普及、高齢者における不安定な

食及び低栄養の課題： 高齢者のフレイル対策を医学的視点とまちづくり

の視点の両方から推進すべきである 

④ 高齢者の薬物療法： 高齢者の薬物療法においてポリファーマシー対策が

大きな課題であり、その対応策を推進すべきである 

⑤ 健康長寿社会における地域の在り方： 医療面及びまちづくりの視点の両

面におけるイノベーションを推進させるべきである 

 

【第 25 期（2020 年 10 月１日～2023 年９月 30 日）】 

見解「ウィズコロナを見据えたレジリエントな、かつ安心感ある地域づくり

と医療ケア体制の再構築」（令和５年（2023 年）９月 27 日） 

 

① 新興感染症や災害等の有事における医療・ケア体制が脆弱である： 他の

新興感染症や災害等の有事にも迅速に対応できる医療・ケア体制を再構築

すべきである 

② 有事の際に EOL ケア及び ACP が十分に機能していない： 有事の際にも十

分に尊重される EOL ケア及び ACP を加速するべきである 

③  ICT 及び最新技術の活用が不十分である： ICT 及び最新技術の活用を促

進し、新たな地域コミュニケーションを積極的に構築すべきである。 

④ コロナ禍で多様な健康二次被害が顕在化した： 高齢者におけるコロナ禍

で顕在化した多様な健康二次被害を多角的なアプローチにより防止すべ

きである 

⑤ 公衆衛生領域における人材が不足している： 保健・医療・介護に関する

平時からの情報分析を心掛け、公衆衛生領域における研究を推進し、かつ

その分野の人材育成も強化すべきである 
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３ アンケート調査の概要と結果及び考察 

 

(1) 調査概要・方法 

本調査は、老化分科会が第 21 期から第 25 期にかけて公表してきた提言・見

解を基に調査項目を設計した。 

まず、老化分科会の提言・見解の内容を整理し、各期に共通して示されてき

た主要なテーマや論点（前述）を抽出した。これらを踏まえて、老化分科会及

び提言・見解の認知状況、各テーマに対する認知度及び重要度評価、提言全体

に対する評価を問う設問を作成した。あわせて、自由記述欄を設け、提言・見

解や分科会活動に対する意見・要望を収集した。調査は Web アンケート形式で

実施し、回答時間は約３分程度とした。調査内容は、①性別・年代・所属等の

基本属性、②日本学術会議及び臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合同老

化分科会の認知状況、③分科会の提言・見解及び主要テーマに関する認知度、

④各テーマの重要度評価、⑤自由記述による意見・要望から構成した。 

調査対象は、一般住民、専門職（医療・介護・研究・行政等）、学術関係者

等、本調査に関心を有する幅広い層とし、特定の属性に限定せず回答を募った。

主に、一般社団法人日本医学会連合に加盟する 144 学会（2025 年時点）及び

その所属会員を対象に調査案内を行い、あわせて老化分科会関係者等を通じた

Web 上の周知により、一般住民を含む幅広い層にも回答を呼びかけた。調査は

Web 上での周知を通じて実施し、回答は匿名で収集した。ただし、本調査は Web

アンケート形式による自発的回答に基づく探索的・記述的調査であり、厳密な

母集団を設定した標本調査ではない。調査票 URL に到達し得た者の総数及び

実際に調査案内を閲覧した者の総数を正確に把握することは困難であったた

め、回答率は算出していない。 

所属区分については、調査票で「一般住民」を選択した回答者を「一般市民」

とし、それ以外の「メディア関係者」「大学・研究機関」「行政」「学術団体・

学会関係者」「日本学術会議分科会関係者」「その他」を選択した回答者を、便

宜的に「専門職等」として集計した。主要テーマの認知度及び重要度について

は、提示した８つのテーマのうち該当するものを最大３つまで選択する形式

とした。量的データについては、全体及び所属区分別に人数と割合を算出し、

記述的に整理した。一般市民の回答数が限られていることを踏まえ、所属区分

間の統計学的検定は行わず、群間差の有無を統計学的に判断することはしな

かった。自由記述については、内容分析に基づきコード化を行い、複数コード

付与を前提とした頻度集計と質的解釈を組み合わせて分析した。コード化及

び分類の妥当性については、複数名の研究者で確認し、解釈が分かれる箇所は

原文に戻って協議し、必要に応じて分類を修正した。代表的コメントは、個人

が特定されないよう匿名化し、内容を損なわない範囲で要約した。 
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(2) 回答者属性（性別・年代） 

本調査は、日本医学会連合加盟学会を中心に案内したため、回答者の多く

は専門職等であり、一般市民の回答は少なく限定的であった。 

回答者属性を表１に示す。回答者の性別及び年代構成を記述的に整理した

ところ、全体としては、男性が約 65％を占め、年代は 50 歳代が最も多く、

次いで 40 歳代、60–64 歳の順であった。所属区分別の値も示したが、一般市

民の回答数が限られているため、所属区分間の違いについて統計学的な判断

は行っていない。 

本調査においては、所属による基本属性の偏りは比較的少なく、以降の認

知・評価に関する結果は、少なくとも性別・年代構成の大きな違いによる影

響は限定的であると考えられる。一方で、全体として中高年層・男性が多い

点は、今後の追加調査や解釈において留意が必要である。 

 

表１．対象者の基本属性（所属別） 

項目 カテゴリ 全体 n=171 専門職等

n=155 

一般市民 

n=16 

性別 男性 111 (64.9) 103 (66.5) 8 (50.0)  
女性 58 (33.9) 50 (32.3) 8 (50.0)  
その他 2 ( 1.2) 2 ( 1.3) 0 ( 0.0) 

年代 20 歳以下 4 ( 2.3) 3 ( 1.9) 1 ( 6.3)  
30 歳代 21 (12.3) 18 (11.6) 3 (18.8)  
40 歳代 37 (21.6) 34 (21.9) 3 (18.8)  
50 歳代 56 (32.7) 51 (32.9) 5 (31.3)  
60–64 歳 32 (18.7) 30 (19.4) 2 (12.5)  
65–74 歳 18 (10.5) 16 (10.3) 2 (12.5)  
75 歳以上 3 ( 1.8) 3 ( 1.9) 0 ( 0.0) 

数値は n（列％）で示した。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統

計学的検定は行っていない。 
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(3) 日本学術会議及び老化分科会の認知 

日本学術会議そのものの認知について表２に示した。専門職等では「よく

知っている」が過半数を占めた一方、一般市民では「聞いたことはある」が

多数を占めた。一方、老化分科会の認知については、専門職等・一般市民の

いずれにおいても「知らない」が約８割を占めた。日本学術会議という組織

自体は、専門職等を中心に一定の認知があるものの、老化分科会という個別

分科会レベルの活動は十分に認識されていない状況がうかがわれた。これ

は、分科会の活動内容や提言・見解が、専門職等の間においても十分に可視

化されていない可能性を示唆している。 

日本学術会議が各分野で提言・見解を公表していることについて、「知っ

ている」と回答した割合は専門職等で約４割、一般市民で約２割であった。

提言・見解の存在は、専門職等においても広く浸透しているとは言い難い状

況にあった。特に一般市民においては、「知らない」又は「聞いたことはあ

る」に留まる回答が多く、提言・見解の発信経路や伝達方法に改善の余地が

あることが示唆される。 

 

表２．認知状況（所属別） 

項目 カテゴリ 
全体 

n=171 

専門職等 

n=155 

一般市民 

n=16 

日本学術会議

を知っている

か 

よく知ってい

る 
82 (48.0) 81 (52.3) 1 ( 6.3) 

聞いたことは

ある 
82 (48.0) 70 (45.2) 12 (75.0) 

知らない 7 ( 4.1) 4 ( 2.6) 3 (18.8) 

老化分科会を

知っているか 

よく知ってい

る 
11 ( 6.4) 11 ( 7.1) 0 ( 0.0) 

聞いたことは

ある 
29 (17.0) 26 (16.8) 3 (18.8) 

知らない 131 (76.6) 118 (76.1) 13 (81.3) 

提言・見解の

公表を知って

いるか 

知っている 63 (36.8) 60 (38.7) 3 (18.8) 

聞いたことは

ある 
58 (33.9) 53 (34.2) 5 (31.3) 

知らない 50 (29.2) 42 (27.1) 8 (50.0) 

数値は n（列％）で示した。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統

計学的検定は行っていない。 
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(4) 主要テーマの認知及び重要度評価 

主要テーマの認知及び重要度評価を表３、表４に示す。老化分科会が扱う

主要テーマについて「知っている」と回答した割合はいずれのテーマにおい

ても高くなく、最も高い「フレイル予防・栄養管理・ポリファーマシー対

策」においても、全体の約３割に留まった。その他のテーマでは、「治し支

える医療」「社会参加・共生社会」「EOL ケア／ACP」等も２割前後にとどま

り、複数のテーマに共通して認知度は低い傾向が見られた。 

一方、重要度評価では、「フレイル予防・栄養管理・ポリファーマシー対

策」が全体の約５割で「重要度が高い」と評価され、最も高い割合を示し

た。加えて、「治し支える医療」「災害・感染症等に強い医療・ケア体制」

「社会参加・共生社会」等、複数のテーマで一定の重要度評価が得られた。 

一般市民においては、EOL ケア／ACP や災害・感染症対応等、一部のテー

マで相対的に高い重要度評価がみられたが、回答数が少ないため、所属区分

別の違いについては記述的な把握にとどめた。 

本結果から、老化分科会が取り上げている主要テーマは、現時点では十分

に認知されていない一方で、重要性自体は高く評価されうる内容を多く含ん

でいることが示唆される。すなわち、「知られていないが、伝われば重要だ

と受け止められる可能性のあるテーマ」が多い状況にあると考えられる。こ

の認知度と重要度のギャップは、テーマそのものの妥当性の問題というより

も、情報の整理や発信方法、提示の仕方に起因している可能性が高い。 

主要テーマが分科会全体の中でどのような位置付けにあるのか、また社会

や現場にとってどのような意味を持つのかを、より簡潔かつ構造的に示すこ

とが、今後の課題であると考えられる。 
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表３．主要テーマの認知（「知っている」） 

主要テーマ 全体 専門職等 一般市民 

治し支える医療 40 (23.4) 37 (23.9) 3 (18.8) 

レジリエント医療・ケ

ア 
23 (13.5) 19 (12.3) 4 (25.0) 

老年学・老年医学教育 23 (13.5) 21 (13.5) 2 (12.5) 

フレイル予防等 54 (31.6) 50 (32.3) 4 (25.0) 

ICT・デジタル 23 (13.5) 19 (12.3) 4 (25.0) 

EOL ケア／ACP 33 (19.3) 29 (18.7) 4 (25.0) 

公衆衛生エビデンス 15 ( 8.8) 11 ( 7.1) 4 (25.0) 

社会参加・共生 42 (24.6) 38 (24.5) 4 (25.0) 

各テーマは最大３つまで選択可とした。数値は、各テーマを選択した者の n

（列％）を示す。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統計学的検定

は行っていない。 

 

表４．主要テーマの重要度（「高い」） 

主要テーマ 全体 専門職等 一般市民 

治し支える医療 80 (46.8) 72 (46.5) 8 (50.0) 

レジリエント医療・ケ

ア 
61 (35.7) 54 (34.8) 7 (43.8) 

老年学・老年医学教育 36 (21.1) 31 (20.0) 5 (31.3) 

フレイル予防等 87 (50.9) 79 (51.0) 8 (50.0) 

ICT・デジタル 57 (33.3) 53 (34.2) 4 (25.0) 

EOL ケア／ACP 37 (21.6) 30 (19.4) 7 (43.8) 

公衆衛生エビデンス 37 (21.6) 33 (21.3) 4 (25.0) 

社会参加・共生 56 (32.7) 56 (36.1) 0 ( 0.0) 

各テーマは最大３つまで選択可とした。数値は、各テーマを選択した者の n

（列％）を示す。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統計学的検定

は行っていない。 
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(5) 自由記述回答の結果 

自由記述回答の整理を表５に示す。自由記述回答の内容分析の結果、老化

分科会の提言・見解に対する意見は、大きく「内容そのものへの評価」「伝

達・実装に関する課題」「今後への期待・改善提案」に整理された。 

まず、提言・見解の内容自体については、「高齢社会における重要な論点

を的確に捉えている」「医療・介護の将来像を示す先導的な内容である」と

いった肯定的な評価が、主として専門職等から一定数認められた。 

一方で、最も多く指摘されたのは「周知・認知の不足」であり、専門職

等・一般市民の双方から、「提言の存在を知らなかった」「日本学術会議から

の発信であると認識していなかった」といった意見が多く寄せられた。ま

た、「広報や情報発信の方法に改善の余地がある」「メディアや SNS 等を活用

して、より広く発信すべきである」といった、発信手段に関する具体的な要

望も多くみられた。さらに、一般市民からは、「専門用語が多く理解しにく

い」「誰に向けた提言なのか分かりにくい」「自分たちの生活とどう関係する

のかが見えない」といった、理解のしやすさや生活との距離感に関する指摘

が多く認められた。一方、専門職等からは、「提言が政策や制度にどのよう

に反映されたのか分からない」「提言後のフォローアップや検証が必要であ

る」といった、実効性や政策反映に関する課題が多く指摘された。このほ

か、提言・見解のテーマの重要性や今後への期待、日本学術会議・老化分科

会が果たすべき社会的役割への期待を示す意見も、専門職等・一般市民を問

わず広く認められた。 

以上の結果から、老化分科会の提言・見解は、その内容の妥当性や重要性

自体は一定程度評価されている一方で、社会に対して十分に「届いていな

い」「伝わり切っていない」状況にあることが示唆された。特に、認知不足

や分かりにくさに関する指摘が多いことから、課題の本質は提言・見解の内

容そのものよりも、情報の整理方法や発信の在り方にあると考えられる。 

また、専門職等と一般市民の自由記述を比較すると、求められている説明

の視点が異なることが明確となった。専門職等は、提言・見解の政策反映や

実効性、検証プロセスといった制度的・構造的側面を重視しているのに対

し、一般市民は、理解のしやすさや生活との接点、心理的距離の近さを重視

している。このことは、単一の発信方法では多様な受け手の期待に十分応え

られない可能性を示している。 

要約すると、老化分科会の今後の活動においては、提言・見解の質を高め

ることに加え、「誰に向けて、何を、どのような意味で伝えるのか」を明確

にした発信戦略の再考が重要であると考えられる。対象者の特性に応じた情

報の要約や表現の工夫、提言・見解公表後のフォローアップや成果の可視化

を通じて、提言・見解の社会的インパクトを高めていくことが求められる。 
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表５．自由記述のコード別整理（頻度＋代表的なコメント） 

コード内容（定義） 延 べ

件数 

主な回答層 代表的なコメント（要約） 

【内容そのものへの評価】    

提言内容の質の高さ（内容自

体を高く評価） 

13 専門職等 「高齢化医療にとどまらず、日本の医

療全体の方向性を示す先進的な内

容だと思う」 

【伝達・実装に関する課題】    

周 知・ 認知不 足（ 存在や発 信

が知られていない） 

28 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「素晴らしい提言だが、日本学術会

議からの発信だと知らなかった」「初

めて存在を知った」 

広 報 手 段 の改 善 要 望 （ メディ

ア・SNS 等） 

22 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「 新 聞 やテレビ、SNS などを活 用 し

て、もっと目に触れる機会を増やして

ほしい」 

専門用語・難解さ（一般には理

解しづらい） 

12 一般市民 「専門用語が多く、本当に一般向け

なのか疑問に感じた。もっと噛み砕い

た説明が必要」 

対象が不明瞭（誰向けの提言

か分かりにくい） 

10 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「政府向けなのか国民向けなのか分

かりにくく、結果的に誰にも届いてい

ない印象」 

情報整理・構造の分かりにくさ 9 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「Web サイトが複雑で、重要度や分野

別整理がなく探しにくい」 

実効性・行動不明（成果・変化

が見えない） 

15 専門職等 「提言後に何が変わったのか分から

ず、有用性を判断しにくい」 

政策反映・検証への要望 11 専門職等 「提言が政策にどう反映されたのか、

検証できる仕組みが必要だと思う」 

【今後への期待・改善提案】    

組織への期待（先導的役割へ

の期待） 

20 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「国民皆保険が揺らぐ中、議論を先

導する役割をぜひ果たしてほしい」 

今後への改善提案（具体的要

望） 

14 専 門 職 等 ・ 一

般市民 

「提言の対象者別に１枚要約や動画

解説があると理解しやすい」 

研 究 ・ エビデンス推 進 への期

待 

8 専門職等 「 在 宅 医 療 や臨 床 疫 学 研 究 を全 国

規模で進めてほしい」 

国民参加・開放性への要望 7 一般市民 「もっと国民に開かれた組織として、

対話の場を作ってほしい」 

委員構成・多様性への言及 6 専門職等 「医師・男性中心ではなく、多分野・

多世代の視点を取り入れてほしい」 

自由記述回答について内容分析を行い、意味内容の類似性に基づきコード化し

た。１回答につき複数コードを付与し、延べ件数を集計した。代表的コメント

（要約）は、肯定的意見及び建設的な改善を中心に匿名化・要約して抜粋し

た。コード化結果は複数名で確認し、解釈が分かれる箇所は原文に戻って協議

した。 
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(6) 提言・見解全体の有用性評価 

提言・見解全体の有用性評価を表６に示す。提言・見解全体について、

「非常に有用」又は「ある程度有用」と回答した割合は、全体で約７割を占

めた。専門職等では約 75％、一般市民では約 63％であった。一般市民の回

答数が限られているため、所属区分別の違いについては記述的な把握にとど

めた。老化分科会の提言・見解は、内容そのものについては概ね肯定的に評

価されていると考えられる。一方で、一般市民では「わからない」とする回

答も一定数見られ、内容にアクセスできていない層の存在が示唆される。こ

れは、有用性以前に「理解・接触の機会」が不足している可能性を反映して

いる。 

 

表６．提言・見解全体の有用性評価 

評価 全体 専門職等 一般市民 

非常に有用 36 (21.1) 33 (21.3) 3 (18.8) 

ある程度有用 91 (53.2) 84 (54.2) 7 (43.8) 

あまり有用でな

い 

19 (11.1) 17 (11.0) 2 (12.5) 

全く有用でない 6 ( 3.5) 6 ( 3.9) 0 ( 0.0) 

わからない 19 (11.1) 15 ( 9.7) 4 (25.0) 

数値は n（列％）で示した。所属区分別の値は記述的に示したものであり、統

計学的検定は行っていない。 
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４ 総括 

 

本調査では、老化分科会の提言・見解について、その周知状況、理解のされ方、

評価、並びに今後への期待について、記述統計と自由記述の内容分析を組み合わ

せて探索的に検討した。その結果、老化分科会が取り上げてきたテーマや提言・

見解の内容は、その重要性や方向性について一定の評価を得ている一方で、社会

に十分に知られ、理解されているとは言い難い現状がうかがわれた。  

量的分析からは、老化分科会や主要テーマの認知度が全体として低い一方で、

フレイル予防、治し支える医療、EOL ケア／ACP など、社会的関心が高いテーマ

については、認知度は低いものの重要度の評価が高い傾向が見られた。これは、

分科会が扱っているテーマが社会的要請と乖離しているのではなく、むしろ「十

分に伝わっていない」ことに課題がある可能性を示唆している。 

自由記述の質的分析においても、提言・見解の内容そのものに対する否定的評

価は少なく、「重要なテーマを扱っている」「社会にとって必要な取り組みであ

る」といった肯定的評価や期待が多くみられた。一方で、「提言の存在を知らな

かった」「専門用語が多く分かりにくい」「提言後に何が変わったのか見えにく

い」といった意見が複数示され、課題の中心が提言・見解の質ではなく、情報の

整理や発信、社会との接続の在り方にあることが浮き彫りとなった。  

また、専門職等と一般市民の回答傾向からは、老化分科会に求められる役割や

説明の視点が異なる可能性が示唆された。専門職等では、提言・見解の政策反映

や実効性、フォローアップといった制度的・構造的側面を重視する意見が見られ

た一方で、一般市民では、理解しやすさや生活との接点、心理的距離の近さを重

視する意見が見られた。このことは、単一の発信方法では多様な受け手の期待に

十分応えることが難しい可能性を示している。 

なお、本調査にはいくつかの限界がある。第一に、本調査は Web アンケート形

式で実施され、回答は自発的参加に基づくものであったため、老化分科会や高齢

社会問題に関心の高い層が相対的に多く含まれている可能性があり、また一般

市民が少なかったことから、標本の代表性には一定の制約がある。したがって、

本結果をそのまま一般人口全体に一般化することには慎重である必要がある。

第二に、重要度評価や有用性評価は主観的判断に基づくものであり、実際の行動

変容や政策反映の程度を直接測定したものではない。第三に、自由記述の分析に

ついても、内容分析に基づくコード化を行い、複数名で確認・協議を行うことで

信用性の確保に努めたものの、解釈には一定の研究者バイアス（情報及び解釈の

偏り）が含まれうる。これらの点を踏まえ、本結果は老化分科会の提言・見解に

対する社会的受容の「全体像」を示すものではなく、あくまで現時点における探

索的・記述的な参考資料として位置付けられるべきである。  

以上を踏まえると、老化分科会の今後の活動においては、提言・見解の内容の

充実に加え、「誰に向けて、何を、どのような意味で伝えるのか」を明確にした
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情報発信の在り方を再構築することが重要である。提言・見解の要点を分かりや

すく整理し、社会や政策との関係性を可視化するとともに、提言・見解公表後の

フォローアップや成果の共有を通じて、分科会の活動が社会に与える価値をよ

り明確に示していくことが、今後の信頼性と社会的インパクトの向上につなが

るものと考えられる。  

本報告書が、老化分科会の今後の活動の方向性を検討するための基礎資料と

なり、学術と社会をつなぐ取組の深化に資することを期待したい。  
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＜用語の説明＞ 

ICT：情報通信技術（information and communication technology）。インター

ネット、コンピュータ、スマートフォン等を用いて、情報を収集、共有、伝達

する技術。 

EOL ケア： エンド・オブ・ライフ・ケア（end-of-life care）。人生の最終段

階にある人の身体的・心理的・社会的な苦痛を和らげ、本人の価値観や希望を

尊重しながら、その人らしい生活を支える医療・ケア。 

ACP： アドバンス・ケア・プランニング（advance care planning）。将来の医

療・ケアについて、本人が家族や医療・ケア関係者等と繰り返し話し合い、本

人の価値観や希望を共有するプロセス。「人生会議」とも呼ばれる。 

フレイル：年齢とともに心身の予備力が低下し、要介護に近づきやすい状態。 

ポリファーマシー：薬が多く、副作用や飲み間違い等のリスクが増える状態。 

レジリエント：災害や感染症などの非常時でも、医療・介護・地域の支援体制

機能を保ち、混乱を最小限にして早期に回復できる状態。 

 



17 
 

＜参考資料＞審議経過 

 

令和６年 

３月 28 日 老化分科会（第 26 期・第１回） 

 検討課題の方向性について 

７月 30 日 老化分科会 幹事会ミーティング 

 検討課題及び老化分科会からの今までの発出内容につい

て 

10 月 31 日 老化分科会 幹事会ミーティング 

 今までの提言や見解（第 21 期、22 期、24 期、25 期）

に対する多方面へのアンケート実施について 

12 月 25 日 老化分科会（第 26 期・第２回） 

 今までの提言や見解（第 21 期、22 期、24 期、25 期）

に対するアンケート実施の具体的方法について 

令和７年 

４月 21-23 日 老化分科会 幹事会・協力者打ち合わせ 

 アンケート調査打ち合わせについて 

６月 18 日 老化分科会 幹事会・協力者打ち合わせ 

 アンケート調査の最終デザインについて 

 


